





　This	article	argues	 that	strategic	 transformation	 is	 initiated	by	a	 firm’s	changing	






including	Resource	Based	View,	have	developed	 the	 theory	of	 resource	cognition.	
To	analyze	and	theorize	the	process	of	the	change	of	resource	cognition,	this	article	
examines	 the	case	of	 the	Japanese	Tokyo	Key	Television	Stations	some	of	which	

























































































































































































































きる場合もある。例えば Intel 社の MPU とそれをサポートするプログラムの開発ツール















































リカや韓国の事情は日本の事情と異なる。アメリカの三大ネットワークの 1 つである NBC
はテレビ受像機などを製造する電機メーカー RCA が設立した。CBS は音楽事業者や映画




















































国内普及率の目安となる NHK の受信契約数は、1958 年 5 月に 100 万台を突破し、1959















　1959 年 8 月に形成された JNN（ジャパン・ニュース・ネットワーク）は TBS テレビを
中心に現在 28 社が参加している。日本テレビ系列は、NNN（日本ニュースネットワーク）
という名称で全国に 30 局、フジテレビ系列が FNN（フジニュースネットワーク）で 28 局、
テレビ朝日系列が ANN（オールニッポン・ニュースネットワーク）で 26 局、テレビ東京


































　しかし、1991 年から 1992 年にかけて、地上波テレビ放送の広告費は初めてマイナス
成長となる。そして、日本国内の地域別広告売上高は東京を中心とする関東に広告費が集
中する。経済産業省の「特定サービス産業実態調査」によると、1988 年から 2003 年の
間はいずれの年も、全国の広告費に占める地域別の構成比では関東が 6 割以上を占めてい
た。第 1 位の関東と第 2 位の近畿をあわせると上位 2 地域で全国の 8 割以上を占めていた。
収入基盤を企業の投下する広告料に依存する地上波テレビ放送、その中でも特に地方局に
とって、国全体の経済停滞は大きな打撃となった。
　この経済停滞時期に、新しい映像送信技術の商業利用が始まった。まず、1990 年 11 月
に初の衛星民放テレビとなる日本衛星放送（現・WOWOW）と衛星デジタル音声放送の
セントギガ開局する（WOWOW は 1991 年 4 月、セントギガは 1991 年 3 月に本放送開
始）。日本衛星放送を視聴するためには、視聴者は料金を払って契約をしなければならない。
民間テレビ放送としては初めての有料放送であった。またケーブルテレビは、地上波テレ




進歩する。1996 年には東芝が世界初の DVD プレーヤーを販売開始。映画が家庭向けにデ
ジタル・コンテンツとして販売され始める。これは、映像のデジタルフォーマットである
MPEG の開発が進み、世界的に普及し始めたからである。そして、インターネットの普及
である。1996 年に日本初のポータルサイトである Yahoo!	Japan がサービスを開始した。
この背景にあるのがパソコンの国内普及で、国内出荷台数が 1992 年の 2,207,000 台から




















衛星放送 J スカイ B	（現・スカパー JSAT ホールディングス）のコンテンツ拡充であった	











となった。しかも広告費は関東と近畿に集中していた。そこで、総務省は、2004 年 7 月
から「デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会」を開催する。この研究会は、総































びつな関係であった。2004 年 9 月末時点で、ニッポン放送の第 2 位株主が 12.4% のフジ
テレビ、フジテレビの筆頭株主が 22.5％のニッポン放送という持ち合いの状態であった	
（井上 ,	加藤 ,	2006）。この持ち合いの原因は、ニッポン放送と文化放送がフジテレビの設
立に関わったことにある	（図 1）。しかし、2004 年のラジオ広告費はテレビ広告費の約 11
資源認識の変化がもたらす戦略転換
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ライブドア VS. フジ』2005）。そして、2004 年 3 月末時点で投資家の村上世彰が率いる
M&A コンサルティング、通称村上ファンドが 19.5% でニッポン放送の筆頭株主となった
ことで、フジテレビの中ではいびつな関係解消の意識が高まっていた。
　年が明けて 2005 年 1 月 17 日、フジテレビジがニッポン放送発行済み株式の公開買付	
（TOB）	を発表したが、これは出資比率 50% 超獲得によりニッポン放送の子会社化を目指
したものであった。ところが突然、約 3 週間後の同年 2 月 8 日、インターネット関係会社
ライブドアがニッポン放送の株式の 35% を取得した。この両者の応酬がエスカレートす









査研究会」の課題は、「マスメディア集中排除原則」の緩和となった。2005 年 7 月の第
12 回会合のときに話し合われた「中間取りまとめ（案）」では、放送のデジタル化の進展
とこれに関わる衛星・ケーブル放送を巡る課題が重要事項とされ、「マスメディア集中排
除原則」については 38 ページの案文のうち、約 2 ページしか使われていない。しかし、
同年 10 月に開催された第 13 回会合では、「今後の取り運び（案）」において、「純粋持株
会社」と「マスメディア集中排除原則」が「当面の重点検討課題」となった。この第 13












るのが狙いと解説している	（ZAKZAK,	2006 年 7 月 12 日）。
　2007 年の放送法改正により、「マスコミ集中排除原則」の緩和が実施される。放送局は
他の複数の放送局を支配下に置くことができるようになった。2008 年 10 月 1 日に初の
放送持株会社であるフジ・メディア・ホールディングスが発足する。同年 11 月 5 日に株
式会社東京放送ホールディングス（略称・TBS ホールディングス）、それから約 4 年後の


















施設棟「赤坂 ACT シアター」、「赤坂 BLITZ」等で構成され、既存の「TBS 放送センター」















































2017 年 3 月期の TBS ホールディングスの不動産事業における営業利益は 77 億 3,600 万
円で、放送事業の 59 億 7,300 万円を凌ぐ。不動産事業営業利益の総営業利益にしめる割
合は 38.92% である。そして、TBS ホールディングスの大株主に三井物産（2017 年 3 月
31 日現在で持ち株比率は 4.03% で、第 4 位の株主）、三井住友銀行（同時期で持ち株比率








フジ・メディア・ホールディングスの初代会長を務めた（2017 年 6 月に会長を退任）。フジ・
メディア・ホールディングスの 2017 年 7 月 31 日現在の代表取締役会長と代表取締役社
長は、フジテレビの代表取締役会長と代表取締役社長が務める。
3.6　映像プラットフォームが多様化し個人視聴が一般的に






Apple 社がスマートフォン iPhone の一号機を販売。2007 年にニコニコ動画がプレミア会



















リサーチ社の MCR	（Media	Contact	Report）の 2000 年から 2009 年の調査によれば、イ
ンターネットの接触時間の絶対量はテレビに比べれば小さいが、大幅な増加傾向にあった
ことが報告されている。2000 年にはパソコンでのインターネットは雑誌と同じ接触時間	
（平日平均 6 分）だったのが 2007 年時点でラジオと新聞を上回り	（同 21 分）、2009 年で




によれば、日曜日にテレビを見る時間は 10 代男性が 1995 年の 3 時間 34 分から 2005 年
に 2 時間 52 分、20 代男性は 3 時間 48 分から 2 時間 45 分に減少している。行為率	（1 日
渡辺　圭史
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　本論文の作成にあたり社団法人日本民間放送連盟に図書室利用の許可をいただきました。
厚く御礼を申し上げます。
